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1

Ⅰ
概

観
及

び
国

家
公

務
員

の
数

・
種

類

ア
メ

リ
カ

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
(
参
考
)

日
本

国
家

連
邦
制
、
大
統
領
制

連
合
王
国
、
議
院
内
閣
制

連
邦
制

議
院
内
閣
制

大
統
領
は
象
徴
的

共
和
制
､行

政
権
は
大

統
領
・
首
相
に
属
す
る

議
院
内
閣
制

、
（

）
体
制
等

二
大
政
党
下
で
の
政
権
交
代

二
大
政
党
下
で
の
政

権
交
代

二
大
政
党
基
軸
で
の
政

権
交
代

多
党
制
下
で
の
政
権
交
代

概
現
行

建
国
当
初
か
ら
政
治
任
用
が
広
く
行
わ
れ
て

ﾉｰ
ｽｺ
ｰﾄ
･ﾄ
ﾚｳ
ﾞｪ
ﾘｱ
ﾝ報

告
(1
85
3年

)に
よ
り
､

絶
対
君
主
制
の
下
で
発
達
し
た
官
僚
制
が
、

仏
革
命
に
よ
り
国
王
の
官
僚
制
は
解
体
さ
れ

日
本

国
憲

法
に

よ
り

公
務

員
は

、
観

公
務
員

き
た
が
、
18
83
年
、
公
務
員
法
（
ﾍﾟ
ﾝﾄ
ﾞﾙ
ﾄﾝ

成
績
主

義
に
基
づ
く
資
格
任
用
制
が
確
立

民
主
的
議

会
制
下
で
も
継
承
さ
れ
、
民
主
的

1
9
世

紀
に

官
僚

養
成

学
校

に
よ

る
人

材
育

成
「
天
皇
の

官
吏
」
か
ら
「
全
体
の

制
度
の

法
）
制
定
に
よ
り
成
績
主
義
・
政
治
的
中

立
統
制
に
服
し
て
い
る

を
特
色
と
す
る
職
業
公
務

員
制
が
確
立

奉
仕
者
」
に
。
民
主
的
な
公
務
員

淵
源

性
に
基
づ
く
職
業
公
務
員
制
が
確
立

制
の
確
立
の
た
め
国
家
公
務
員
法

を
制
定

(2
0
0
8
年
9
月
現
在
)

(2
0
0
8
年
3
月
現
在
)

(2
0
0
8
年
6
月
現
在
)

(2
0
0
7
年
1
2
月
現
在
)

(2
0
1
0
年
度
末
定
員
等
)

26
9万

人
53
万
人

28
万
人

2
48
万
人

34
万
人

競
争
職
(C
o
m
pe
ti
ti
ve

S
er
vi
ce
)
13
4万

人
国
家
公
務
員
（C

iv
il
S
er
vi
ce
）

官
吏
(B
ea
m
te
)

13
万
人

官
吏
(T
it
u
la
ir
e
s)

1
7
5
万
人

一
般
職
国
家
公
務
員

競
争
試
験
に
よ
り
任
用
（職

階
制
適
用
）

～
国
王
の
奉
仕
者

公
法
上
の
勤
務
・忠

誠
関
係

恒
久
的
官
職
に
任
命
行
為
に
よ
り
任
用

国
統
治
権
関
与
・公

権
力
の
行
使

等
非
現
業
国
家
公
務
員

家
E
xc
e
pt
e
d
S
e
rv
ic
e

1
3
5
万
人

2
7
.4
万
人

除
外
職
(

)
公

う
ち

務
郵
便
庁
職
員

73
万
人

公
務
被
用
者
(T
ar
ifb
es
ch
äf
ti
gt
e)

1
5万

人
非
官
吏
(N
o
n
ti
tu
la
ir
es
)等

33
万
人

特
定
独
立
行
政
法
人
等
職
員

員
私
法
上
の
雇
用
契
約
関
係

見
習
職
員
、
補
助
職
員
、
臨
時
職
員
等

5.
8万

人
※

の
行
政
府
の
上
位
職

0.
8万

人
数

う
ち

と
高
級
管
理
職
俸
給
表
適
用
者
(E
X
)

※
種

(大
局
長
～
次
官
、
長
官
）

50
0人

⇒
政
治
任
用

類

※
上
級
管
理
職
俸
給
表
(S
E
S
)
7,
00
0人

⇒
１
割
が
政
治
任
用

(課
長
～
局
長
)

※
2
0
0
4
年

3
月

現
在

特
別
職
国
家
公
務
員

30
万
人

（ 参 考 ） 国 以 外 を 含 め た 公 務 員 数 （

※
特

別
職

国
家

公
務

員
に

つ
い

て
は

､
非

防
衛

省
職

員
27

万
人

を
含

む
。

軍
※
国
家
公
務
員
に
つ
い
て
は
、
軍
人
、
軍
需
関

人
係
者
約
40
万
人
を
含
む

）

（
総
人
口

３
億
６
百
万
人
）

（
総
人
口

６
千
百
万
人
）

（
総
人
口

１
億
２
千
８
百
万
人
）

（
総
人
口

８
千
２
百
万
人
）

（
総
人
口

６
千
５
百
万
人
）

地
方

政
府

2
9
0
万
人

連
邦

26
9万

人

州 5
0
8
万

人
郡

･
市

等

1
,
4
1
5
万

人

総
計

約
2
,
1
9
3
万
人

総
計

約
52
6万

人

国
2
48
万
人

地
方
政
府

17
5万

人

公
共
病
院

1
0
3
万
人

中
央
政
府

2
5
7
万
人

公
営
企
業
体

5
7
万
人

総
計

約
60
4万

人

C
iv
il
S
e
rv
ic
e

5
3
万
人

国
営

医
療
機
関

15
8万

人
連

邦

官
吏

1
3
万
人

公
務

被
用
者

15
万
人

州

官
吏

1
2
3
万
人
(
教
員
を
含
む
)

公
務
被
用
者

6
9
万
人

総
計

約
4
3
0
万
人

市
町

村
等

官
吏

1
8
万
人

公
務
被
用
者

1
0
4
万
人

間
接

公
務

官
吏

8
万
人

公
務

被
用

者

7
1
万

人

地
方
公
務
員

2
8
5
.
5
万
人

総
計

約
3
4
9
.
5
万

人
（
行

政
府

職
員

の
み

）

一 般 職 国 家 公 務 員 万 人34

う
ち 教
員

1
4
1
万
人

警
察

2
9
万
人

人
事

院
作

成
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Ⅱ
諸

外
国

の
国

家
公

務
員

の
労

働
基

本
権

ア
メ

リ
カ

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
(
参
考
)日

本

憲
法

上
の

労
働

基
本

権
憲
法
典
上
､労

働
基
本
権
に
関
す
る

明
文
の
憲
法
典
は
な
い

団
結
権
に
つ
い
て
の
一
般
的
な
保
障
規
定
が
あ
る

労
働
組
合
に
つ
い
て
の
規
定
が
あ
る

憲
法
2
8
条
で
団
結
権
､交

渉
権

の
位
置
づ
け

規
定
は
な
い

及
び
争
議
権
に
つ
い
て
規
定

【
民
間
労
働
者
】

［
官

吏
］

［
公
務
被
用
者
］

【
官
民
共
通
の
枠
組
み
】

公
法
上
の
勤
務
･忠

誠
関
係

私
法
上
の
雇
用
契
約
関
係

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て

い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

団 結
(
注

)
軍

人
､
外

交
官

､
F
B
I
職

員
等

は
(
注
)
軍
人
、
警
察
官
は
禁
止

(注
)軍

人
は
禁
止

(
注
)
警
察
官
､
自
衛
官
等
は
禁
止

権
禁
止

国 家 公
給
与
等
の
法
定
の
勤
務
条
件
に
つ

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

務
い
て
交
渉
権
は
な
い

員
交

の
渉

(注
)法

定
の
勤
務
条
件
以
外
に
つ
い

労
権

て
は
認
め
ら
れ
て
い
る

働 基
給
与
等
の
法
定
の
勤
務
条
件
以
外

認
め
ら

れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
な
い

認
め
ら
れ

て
い
る

協
約
締
結
権
は
な
い

協
約
締
結
権
は
な
い

本
に
つ
い
て
は
認
め
ら
れ
て
い
る

権
協

(
注
)郵

便
庁
職
員
に
は
、
給
与
等
も

(注
)労

使
間
で
決
定
で
き
る
の
は
、

(注
)官

吏
関

係
法
の
改
正
を

(注
)賃

金
交
渉
に
は
必
ず
財

(注
)賃

金
交
渉
に
お
い
て
、
政
府
側

(注
)現

業
職
員
･特

定
独
立
行
政

約
含
め
交
渉
権
・
協
約
締
結
権
が
認

財
務
省

が
各
省
に
提
示
す
る
給
与

行
う
際
の
官
吏

組
合
の
関

務
省
関
係
者
が
関
与

は
あ
ら
か
じ
め
決
め
ら
れ
た
予
算

法
人
職
員
に

は
､協

約
締
結
権

締
め
ら
れ
て
い
る

改
定
率
の
上
限
等
、
政
府
方
針
の

与
を

法
律

上
保

障
(
結

果
の
枠
内
(首

相
指
示
書
の
枠
内
)で

が
認
め
ら
れ
て
い
る

結
範
囲
内
に
限
ら
れ
る

に
拘
束
力
は
な
い
)

(注
)賃

金
交
渉
の
結

果
締
結

し
か
交
渉
し
な
い

権
さ
れ
た
協
約
が
予
算
の
付

(注
)民

間
と
同
じ
く
、
労
働
協
約
に

(注
)一

般
に
、
公
務
被
用
者

加
的
支
出
を
伴
う

場
合
に

(注
)交

渉
の
結

果
､議

定
書
(法

的
拘

は
通
常
、
法
的
拘
束
力
が
な
い

の
交
渉
結
果
が
反
映
さ
れ

は
、
連
邦
財
務
大
臣
の
同

束
力

な
し

)
が

作
成

さ
れ

た
場

合
て
い
る

意
が
必
要

は
､こ

れ
に
従
う
慣
行
が
あ
る
が
､

19
98
年
以
来
、
賃
上
げ
を
内
容
と

す
る
議
定
書
締
結
に
至
っ
た
こ
と

は
な
い

禁
止
さ
れ
て
い
る

明
文
の
規
定
は
な
い
が
､一

般
に

､
伝
統
的
職
業
官
吏
制
度
の

認
め
ら
れ
て
い
る

認
め
ら
れ
て
い
る

禁
止
さ
れ
て
い
る

罷
業
は
違
法
で
は
な
い

諸
原

則
か
ら
、
禁
止
は
自
明

争
と
さ
れ
て
い
る

議
(注

)単
純
参
加
を
含
め
て
、
違
反
は

(注
)軍

人
、
警
察
官
等
は
、
明
文
の

(注
)警

察
官
、
監
獄
職
員
、
司
法
官

権
刑
事
罰
の
対
象
と
な
る

規
定
で
禁
止

等
は
禁
止

人
事

院
作

成
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ア
メ

リ
カ

イ
ギ

リ
ス

ド
イ

ツ
フ

ラ
ン

ス
日

本
（
参

考
）

団 結 権

（
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
）

認
め

ら
れ

て
い

る
。

（
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
内

の
郡

・
市

等
）

認
め

ら
れ

て
い

る
。

（
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

）
認

め
ら

れ
て

い
る

。
（
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

内
の

郡
・
市

等
）

認
め

ら
れ

て
い

る
。

・
官

　
 吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

・
非

官
吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

・
公

　
 吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

・
非

公
吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

認
め

ら
れ

て
い

る
（
た

だ
し

、
警

察
職

員
及

び
消

防
職

員
は

認
め

ら
れ

て
い

な
い

）
。

団 体 交 渉 権

（
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
）

認
め

ら
れ

て
い

る
。

な
お

、
協

約
締

結
権

に
関

し
て

は
、

認
め

ら
れ

て
い

な
い

。
（
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
内

の
郡

・
市

等
）

認
め

ら
れ

て
い

る
。

な
お

、
協

約
締

結
権

に
関

し
て

は
、

認
め

ら
れ

て
い

な
い

。

（
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

）
認

め
ら

れ
て

い
る

。
（
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

内
の

郡
・
市

等
）

認
め

ら
れ

て
い

る
。

・
官

　
 吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。
  
  
  
  
  
  
 な

お
、

協
約

締
結

権
に

関
し

て
は

、
  
  
  
  
  
  
 認

め
ら

れ
て

い
な

い
。

・
非

官
吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

・
公

　
 吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。
  
  
  
  
  
  
 な

お
、

協
約

締
結

権
に

関
し

て
は

、
  
  
  
  
  
  
 認

め
ら

れ
て

い
な

い
。

・
非

公
吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

認
め

ら
れ

て
い

る
。

（
た

だ
し

、
警

察
職

員
及

び
消

防
職

員
は

認
め

ら
れ

て
い

な
い

。
）

ま
た

、
団

体
交

渉
権

が
認

め
ら

れ
て

い
る

者
の

う
ち

、
企

業
職

員
等

を
除

き
、

協
約

締
結

権
は

認
め

ら
れ

て
い

な
い

。

争 議 権

（
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
）

公
衆

衛
生

や
安

全
を

直
ち

に
脅

か
す

も
の

で
な

い
場

合
等

、
一

定
の

場
合

に
限

り
認

め
ら

れ
て

い
る

。
（
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

州
内

の
郡

・
市

等
）

公
衆

衛
生

や
安

全
を

直
ち

に
脅

か
す

も
の

で
な

い
場

合
等

、
一

定
の

場
合

に
限

り
認

め
ら

れ
て

い
る

。

（
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

）
認

め
ら

れ
て

い
な

い
。

（
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

内
の

郡
・
市

等
）

認
め

ら
れ

て
い

な
い

。

・
官

　
 吏

：
認

め
ら

れ
て

い
な

い
。

・
非

官
吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

・
公

　
 吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

・
非

公
吏

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。
認

め
ら

れ
て

い
な

い
。

・
警

察
官

以
外

：
認

め
ら

れ
て

い
る

。

・
警

察
官

：
認

め
ら

れ
て

い
な

い
。諸

外
国

の
地

方
公

務
員

の
労

働
基

本
権

行
政

改
革

推
進

本
部

専
門

調
査

会
（
第

５
回

）
資

料
１

の
Ⅱ

３
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（参照情報：(独)労働政策研究・研修機構ホームページなど） 

近年の海外における公務員のストライキ事例 

アメリカ 

2005 年 12 月 ニューヨーク市都市交通局のスト 
・  年金や賃金交渉で労使が対立し､25 年ぶりにスト実施(3.5 万人の職員が３日間実施)。 

・  ストの影響を受けた利用者は１日当たり約 700 万人(市当局発表)。 

・  州最高裁は、裁判所の２度の禁止命令を無視したスト実施に対し、１日 100 万ドルの罰金支

払いを命令。スト終了を拒否すれば、組合幹部を収監する可能性があると警告。 

⇒  労使双方は、ニューヨーク州調停委員のあっせん案を受け入れ、スト解除後に年金などの主

要問題について交渉を再開することで合意。 

(注）ニューヨーク市の公務員の争議行為は禁止されている。 

 
イギリス 

2010 年 10 月 公共部門の予算削減・人員削減に対する抗議デモ 
・  オズボーン財務相が 10 月 20 日、2011－14 年度の歳出計画を発表（公共部門予算削減など

で 2014 年度までに年間 810 億ポンドの歳出削減を目指す）。財務省は、一連の歳出削減策に

伴い、公共部門労働者の約８％にあたる 49 万人の人員削減を想定しており、多くは自然減によ

るものだが一部は解雇も必要になるだろうと説明。 

・  公共部門予算と人員を大幅削減する政府案に対し、労働組合はストライキやデモなどを通じ

て対抗する構え。 

・  イギリス労働組合会議（TUC）は 9 月の大会で、反対する全国的なキャンペーンを立ち上げ、

公共部門労働者のほか、サービスの受益者や影響を受けるコミュニティなどを巻き込んでデモ

やその他の活動を展開する方針を示す。計画公表前日にロンドンで実施した抗議デモには、組

合員を中心に約 3000 人が参加。来年 3 月にも全国規模のデモを計画している。 

・  既に国内では、今年度の予算削減の影響などで自治体や公共サービス機関における人員

削減等の動きが始まっており、一部はストライキに発展している。 

 
2010 年 10～11 月 消防組合がスト 
・  消防組合（ＦＢＵ）は、労働条件の変更に抗議し、10 月 23 日、11 月 1 日に 8 時間のストを実

施、ロンドン消防士約 5500 人が参加した。 

・  人形をかがり火に投げ入れて燃やす風習があることから、消防士にとっては１年で最も多忙な

日の１つである 11 月５日の「ガイ・フォークス・デイ」に 47 時間ストライキを実施する計画を明らか

にしていたが、中止された。 

 
2003 年 11 月 消防労組、25 年ぶりに全国スト 
・  国会議員の給与が 40％引き上げられたことなどを受けて、消防労組（ＦＢＵ）は、70 年代に導

入された消防士の賃金決定方式が社会経済情勢を適切に反映していないとして、40％の賃上

げを求めた。政府は 2 年間で 11％の賃上げを提示し、それ以上の引き上げについては、勤務

体制の改善を受け入れることを条件とした。 

・  ＦＢＵは勤務体制の改善は大幅な人員削減を伴う可能性があるとして政府案に反発し、全国

の消防士 3 万人が 25 年ぶりにストを実施。11 月 13 日に 48 時間スト、22 日から 8 日間のストを

決行した。 
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・  スト期間中は、一部の消防士が勤務に就いたほか、約 2 万人の軍隊が代役を命じられた。 

 
ドイツ 

2006 年 2 月 2006 前年から争点となっている勤務時間延長に反対する州公務員等のスト 
・  週 38.5 時間から週 40 時間への勤務時間延長等をめぐり、多数の州で、ごみ収集職員、看護

職員等が２月以降断続的にスト実施（14 年ぶりの大規模ストといわれる）。 

⇒  州使用者団体と統一サービス産業労働組合（ver.di）・ドイツ官吏同盟との合意が成立（非官

吏の週勤務時間は州により 38.5 時間から 38.5～40 時間に）。 

 
フランス 

2010 年 5～9 月 政府の年金制度改革に反対する大規模スト 
・  フランス主要労組が、政府の年金制度改革（公的年金の受給開始年齢を現行の 60 歳から 62

歳に引き上げることを柱とする改革案）に反対し大規模なストに突入。 

・  全国的なデモが行われ 200 万人余が参加したとみられる。抗議行動には国鉄や交通公団な

ど公共部門労組も参加。政府によるとデモへの参加率は、国家公務員 26.8％（教育関連

28.2％）、地方自治体 15.4％、病院など医療関連 17％。このほかの参加率は、郵便関連 24.7％、

フランステレコム社 34.04％、雇用局 16.9％、フランス電力（EDF）21.3％、フランス国有鉄道

（SNCF）42.9％、パリ交通公団（RATP）22％。 

 
2009 年 3 月 政府の経済・雇用対策に反対するスト・デモ 
・  雇用情勢が悪化の一途をたどるなか、政府は経済・雇用対策を打ち出したものの、景気状況

の好転は見込めず、国民の不満が 3 月 19 日の大規模ストやデモという形で爆発。 

・  フランス国鉄やエールフランス、学校、郵便局といった公共部門の職員だけでなく、銀行や自

動車関連産業といった民間部門の労働者もストに参加。デモには、病院や福祉、高等教育機関

関係者、民間企業の社員、退職者、失業者、野党員など様々な人々が参加し、参加者数は労

組側発表で約 300 万人（警察発表で約 120 万人）。 

 
ギリシャ 

2010 年 2 月 労組が大規模ストライキ 
・  ギリシャ最大の公務員労組連合組織「ギリシャ公務員連合」（ＡＤＥＤＹ、組合員数約 75 万人）

が 2 月 10 日、約 45 万人が参加するストライキを全土で行った。ギリシャの財政危機が表面化し

て初のゼネスト。 

・  賃金の凍結や増税など、政府の緊縮財政に反発する労働組合が 2 月 24 日、24 時間の大規

模なストライキを実施。組合員は計 250 万人に上り、空港や鉄道に加えて病院や銀行なども業

務を停止し、全土がマヒ状態に。 

 
イタリア 

2010 月 3 月 全土で公務員らが大規模スト 
・  ベルルスコーニ政権の経済政策の転換と税制改革を求め、公務員など労働者がイタリア全土

で大規模ストを実施。労働総同盟（ＣＧＩＬ）の呼びかけに応じ、ローマやミラノ、ナポリなど全国で

集会とデモが繰り広げられ、参加者は 100 万人（労組側発表）。 

・  ストライキで学校や病院、役所の多くが業務を停止したほか、鉄道やバスなど公共の交通機

関もストップした。 
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ＩＬＯ結社の自由委員会(＊)における公務員制度改革案件の経緯 

 

 

○平成１４年２月、３月 連合、全労連がＩＬＯ（結社の自由委員会）に提訴  

 

○平成１４年１１月 ＩＬＯ理事会にて結社の自由委員会報告書を採択 

・ 公務員の労働基本権の現行の制約を維持するとの考えを再考すべき。 

・ 法令を改正し、結社の自由の原則と調和させる見地から、全ての関係者

と率直かつ有意義な協議を速やかに行うこと。 

・ これらの協議は、日本の法令及び慣行がＩＬＯ条約の規定に反している、

国の行政に直接従事しない公務員への団体交渉権及びストライキ権の

付与など６事項の論点について特に扱うべきである。 

 

○平成１５年６月 ＩＬＯ理事会にて結社の自由委員会報告書を採択 

・ 公務員の労働基本権の現行の制約を維持するとの考えを再考すべき。 

・ 結社の自由の原則に調和する法律改正について、速やかに合意するよ

う努力すること。 

・ 協議は、公務員への団体交渉権及び団体協約締結権の保障、ストライ

キ権の付与など５事項の論点について特に扱うべきである。 

 

○平成１８年３月 ＩＬＯ理事会にて結社の自由委員会報告書を採択 

・ 「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）や政労協議

（平成１８年１月１６日開催）等を通じた公務員制度改革に関する事態の

進展を歓迎する。 

・ 関係者による対話が構築されたことに興味を持って留意しつつ、関係者

に、公務員制度改革及び結社の自由の原則に調和する法律改正につ

いて、速やかに合意に達することを目的として現在継続中の努力を続け

るよう強く促す。 

・ 協議は、公務員への労働基本権の付与など５事項の論点について特に

扱うべきである。 

   ※ 平成２０年、平成２１年、平成２２年にも同趣旨の採択がなされている。 

 

(＊)結社の自由委員会は、1951 年にＩＬＯ理事会によって設置された理事会の付属委員会の一つであり、各

国における労働基本権の侵害について、労働組合等の申立に基づき審議を行うことを任務としている。 
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○平成２２年６月 結社の自由委員会中間報告（＊） 

（2177 号、2183 号案件）（勧告部分：仮訳） 

勧告 

730． 上記の中間的な結論に照らして、委員会は、次の勧告を承認するよう

理事会に要請する。 

（ａ） 委員会は、特に「国家公務員法等の一部を改正する法律案」の策定及

び総務省に設立された「消防職員の団結権のあり方に関する検討会」に関し

て、社会対話の精神の継続の中で、また、進行中の改革プロセスの文脈の中

で行われてきた制度化された三者協議を興味を持って歓迎し、また、今後も

引き続き行われるであろうと信頼する。委員会は、日本が批准した第 87 号

及び第 98 号条約に具体化された結社の自由の原則を実施するために必要な

措置に効果的かつ遅滞なく取り組むことを目的とした、特に以下の点に関す

る十分な社会対話の促進を確保するための手段を引き続きとるよう要請し

た、政府に対する前回の勧告を再度強調して繰り返し述べる。 

（ⅰ）公務員への労働基本権の付与 

（ⅱ）消防職員及び刑事施設職員への団結権の付与 

（ⅲ）国の行政に従事していない公務員への団体交渉権及び団体協約締結権

の保障、並びにこれらの権利が正当に制限され得る公務員への適切な

代償の手続の保障 

（ⅳ）結社の自由の原則に沿うよう、国家の名のもとに権限を行使しない公

務員へのストライキ権の保障、及びストライキ権を正当に行使する職

員団体の構成員と役員が重い民事上又は刑事上の制裁に服さないこ

との保障 

（ⅴ）公務における交渉事項の範囲 

 

 委員会は、政府に対し、上記のすべての事項に関する進展について情報提

供を続けるよう求める。 

 

（ｂ）委員会は再度、政府に対し、望むのであれば、事務局による技術援助を

利用できることを想起させる。 

 

（ｃ）委員会は、本案件についての立法上の側面について、条約勧告適用専門

家委員会の注意を引くように情報を示す。 

 

（＊）５月下旬に開催された結社の自由委員会で審議され、ILO 理事会で採択された報告。 
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○第９９回ＩＬＯ総会 本会議 

 細川厚生労働副大臣日本政府代表 演説（公務員制度改革関連抜粋） 

 （平成２２年６月１７日 スイス・ジュネーブ） 

 

（公務員制度改革） 

 まずはじめに、公務員制度改革について述べたいと思います。 

 我が国においては、公務員について、その「地位の特殊性」と「職

務の公共性」を根拠として、１９４８年以降、代償措置を講じた上で、

労働基本権を制約してきたところです。 

 そのような中で、民主党政権は、抜本的な公務員制度改革に取り組

むこととしており、その中で、労働基本権の回復を最重要課題の一つ

として位置づけております。 

 今後、労働基本権を付与する方向で検討を加速いたしまして、来年

の通常国会に関係する法案を提出できるように努力してまいりたいと

考えております。また、消防職員の団結権のあり方についても、政府

内に検討会を設置し、今年秋を目途に検討結果を取りまとめることと

しています。 

 日本政府は、関係者との率直な対話と調整という基本的な考え方に

基づき、有意義な意見交換を行い公務員制度改革が実りあるものにな

るよう努力してきたところであり、今後とも継続してまいります。 
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○ 第８７号条約（結社の自由及び団結権の保護に関する条約）の概要 

  本条約は、労働者及び使用者が団結権を自由に行使することができることを確保

するため、 

  ① 労働者及び使用者は、事前の許可を受けないで、自ら選択する団体を設立し、

加入することができること 

  ② 労働者団体及び使用者団体は、自由にその代表者を選び、管理及び活動につ

いて定めることができ、行政機関によって解散させられ又はその活動を停止さ

せられてはならないこと 

  ③ 労働者団体及び使用者団体は、連合及び総連合を設立し並びにこれらに加入

する権利を有し、また、これらの連合及び総連合は国際的な労働者団体及び使

用者団体に加入することができること 

  ④ 本条約に規定する保障を軍隊及び警察に適用する範囲を国内法令で定める

こと 

 などを規定 

 

○ 第９８号条約（団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条

約）の概要 

  本条約は、労使間の相互不干渉原則を通して、使用者と労働者の間で労働組合権

を保護することを目的として、 

  ① 労働者は、雇用に関する反組合的な差別待遇に対して十分な保護を受けるこ

と 

  ② 労働者団体を使用者又は使用者団体の支配下に置くために、労働者団体に対

して経理上、その他の援助を行うという行為が干渉行為になること 

  ③ 労使間の自主的な交渉制度の十分な発展と利用を奨励し、促進するために国

内の事情に適した措置がとられなければならないこと 

  ④ この条約に規定する保障を軍隊及び警察に適用する範囲は、国内の法令で定

めること 

  ⑤ この条約は、公務員の地位を取り扱うものではなく、また、その権利及び分

限に影響を及ぼすものと解してはならないこと 

 などを規定 

 

○ＩＬＯ条約の批准状況 

 アメリカ イギリス ドイツ フランス 日本 

８７号条約  ○ ○ ○ ○ 

９８号条約  ○ ○ ○ ○ 
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ＩＬＯ結社の自由委員会の決定及び原則のダイジェスト 

（第４版改訂版）（抜粋） 

公務 
 
572. 公務員の場合の結社の自由の原則の承認は必ずしもストライキ権を含意するものではな

い。 
 
573. 公務又は必要不可欠業務におけるストライキ権は、そこでのストライキが国民社会に深刻

な苦難を引き起こす可能性がある限り、そしてその制限が一定の代償的な保障を伴うことを条

件として、制限又は禁止さえできることを委員会は認めてきた。 
 
574. ストライキ権を制限又は禁止できるのは国家の名の下で権限を行使する公務員についての

みである。 
 
575. 公務員の概念の定義が広すぎると、これらの労働者のストライキ権の非常に幅広い制限又

は禁止にさえつながる可能性が高い。公務におけるストライキ権の禁止は、国家の名の下で権

限を行使する公務員に限定されるべきである。 
 
576. 以下について、ストライキ権を制限又は禁止することができる。(1)公務の場合は国家の名

の下で権限を行使する公務員についてのみ、又は(2)用語の厳密な意味での必要不可欠業務（つ

まり、その中断が国民の全体又は一部の生命、個人の安全、又は健康を危険にさらすような業

務）。 
 
577. 国有の商業又は工業企業の公務員は、その業務の中断が国民の全体又は一部の生命、個人

の安全、又は健康を危険にさらさないことを条件として、労働協約を交渉する権利を有し、反

組合的差別行為からの適切な保護を享有し、ストライキ権を享有すべきである。 
 
578. 裁判所の管理部門及び司法で働く職員は、国家の名の下で権限を行使する職員であり、し

たがってそのストライキ権は、中止又は禁止さえも含む制限に服する可能性がある。 
 
579. 国家の名の下で権限を行使する公務員である税関職員のストライキ権の禁止は結社の自由

の原則に反しない。 
 
580. 公務部門におけるストライキを一時的に終結させるために政府が取った裁判所の差し止め

命令を得るための行為は労働組合の権利侵害を構成しない。 
 
必要不可欠業務 
 
581. ストライキを禁止できる状況を決定するために確立すべき基準は、国民の全体又は一部の

生命、個人の安全又は健康に対する明確かつ差し迫った脅威の存在である。 
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582. 用語の厳密な意味で何が必要不可欠業務を意味するかは、ある国で広く見られる特定の状

況に左右されるところが大きい。その上、ストライキが一定の期間以上続くか一定の範囲以上

に広がり、国民の全体又は一部の生命、個人の安全又は健康を危険にさらしている場合、必要

不可欠でない業務が必要不可欠となる可能性があるという意味でこの概念は絶対的でない。 
 
584. ストライキ権の制限に関し、関連する法制が真に必要不可欠なものとそうでないものとを

区別することなく全ての国有事業体を同じ基準で扱うのは適切でないように見えよう。 
 
585. 以下は必要不可欠業務と考えることができる。 
 病院部門／電力事業／給水事業／電話事業／警察及び軍隊／消防業務／官民の刑務所業務／学

齢期の生徒に対する給食と学校の清掃／航空管制 
 
587. 以下は用語の厳密な意味での必要不可欠業務を構成しない。 
 ラジオ及びテレビ／石油部門／港湾／銀行業／物品税及び諸税徴収のためのコンピュータ業務

／デパート及び遊園地／金属及び鉱業部門／運輸全般／航空会社パイロット／燃料の生産、輸

送、流通／鉄道事業／都市交通／郵便事業／ごみ回収事業／冷蔵会社／ホテル事業／建設／自

動車製造／農業活動、食料品の供給及び流通／造幣局／政府印刷業務及び国の酒類・塩・たば

こ専売公社／教育部門／ミネラルウォーターの瓶詰め会社 
 
公務又は必要不可欠業務において 
ストライキが禁止されている場合の代償的な保障 
 
595. 特定の必要不可欠な事業体又は業務においてストライキ権が制限又は禁止されている場

合、そのような事業体及び業務に影響する紛争に関する行為の自由に対してそのようにして課

された制約の代償として、労働者に十分な保護が与えられるべきである。 
 
596. 必要不可欠業務及び公務におけるストライキ権に制限が課されている場合の適切な保障の

性格に関しては、ストライキ権に対する制限は関係当事者があらゆる段階で参加することがで

き、ひとたび下された裁定は直ちにかつ完全に実行される十分な中立的かつ迅速な調停・仲裁

手続きを伴うべきである。 
 
598. 斡旋及び仲裁手続きにおいては、そのような機能を委託されている機関の全ての構成員が

厳格に中立的であるだけでなく、強制仲裁の場合でさえも現実的に結果が成功するか否かを左

右する両当事者の信頼を得、それを維持するとすれば、関係する使用者及び労働者のどちらか

らも中立的であるように見えるべきことが必須である。 
 
600. 必要不可欠業務を遂行するとの理由でストライキ権を剥奪されている職員はその利益を守

るための適切な保障を有しなくてはならない。これには、対応するロックアウト権の否定、共

同調停手続きの提供、そして調停が失敗した場合に限っての共同仲裁機構の提供が挙げられる。 




